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株式会社 HOPE の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

 

 当社は、平成 26 年９月 25 日開催の取締役会において、株式会社 HOPE（以下、「HOPE 社」といいます。）の

発行済株式の 51.0％を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、下記の通りお知らせいた

します。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

 HOPE 社は、長野県内を中心に主に機械警備による警備保障サービス、防災サービス及びデータセンターサ

ービスを展開する長野県パトロール株式会社（以下、「NP 社」といいます。）、長野県内を中心に主に交通誘

導警備及び施設警備による警備保障サービスを展開する長野県交通警備株式会社（以下、「NK 社」といいま

す。）及び長野県内外において警備機器や福祉機器を販売する株式会社レオン（以下、NP 社、NK 社及び株式

会社レオンを併せて「HOPE 子会社３社」といいます。）の持株会社であります。 

 当社は、２年後の創業 50 周年を視野にいれた中期経営計画「CSP パワフル 50 計画」を展開しており、筋

肉質で競争力のあるパワフルな企業を目指しております。 

 HOPE 子会社３社は、長野県に強い基盤を保有し、近年では、新規事業としてデータセンターサービスを立

ち上げており、一方、当社は主たる営業圏としている関東エリアを中心に業績拡大を模索しているところ、

両社で機械警備を主軸とした拡大方針が合致し、また、データセンターサービスにおいても両社の協業によ

る事業拡大が見込めることから、HOPE 子会社３社を当社グループに加えるべく、HOPE 社の 51.0％の株式（竹

花長雅氏から 46.8％、NP 社から 2.7％、NK 社から 1.5％）を取得する株式譲渡契約書を締結し子会社化する

ことになりました。なお、竹花長雅氏からの HOPE 社株式の取得の対価については、一部を同氏から現物出資

を受けたことに対して、当社が処分する自己株式にて充当いたします（詳細については、本日別途開示して

おります「第三者割当による自己株式の処分（現物出資）に関するお知らせ」をご覧ください。）。 
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２．異動する子会社（株式会社 HOPE）の概要 

（１） 名 称 株式会社 HOPE 

（２） 所 在 地 長野県小諸市御影新田字竹ノ花 1425 番地 1 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 竹花 長雅  

（４） 事 業 内 容 子会社の経営全般に関する管理業務 等 

（５） 資 本 金 8,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 25 年 1月 15 日 

竹花 長雅 52.3%  

NP 社員持株会 27.8%  

長野県パトロール株式会社 2.7%  

長野県交通警備株式会社 1.5%  

（７） 大株主及び持株比率 

その他個人 5名 15.7% （平成 26 年 9 月 25 日現在）

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 
取 引 関 係

当社子会社であるエスシーエスピー株式会社

と HOPE 社の子会社である NP 社との間には、警

備業務にかかる取引関係があります。また、

HOPE 社の子会社である NK 社と当社との間に

は、警備業務にかかる取引関係があります。 

（９） HOPE 社の直近の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 25 年 12 期   

 純 資 産 1,530,062 千円  

 総 資 産 1,530,962 千円  

 １ 株 当 た り 純 資 産 65,387 円  

 売 上 高 1,848 千円  

 営 業 利 益 685 千円  

 経 常 利 益 1,130 千円  

 当 期 純 利 益 847 千円  

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 36 円  

 １ 株 当 た り 配 当 金 0 円  

   

 

（注 1） HOPE 社は、平成 25 年１月 15 日に、NP 社と NK 社を株式移転完全子会社とする共同株式移

転により設立されているため、直近決算期である平成 25 年 12 月期の経営成績及び財政状

態のみを記載しております。 

 
（注 2） HOPE 子会社３社の直近決算期の経営成績及び財政状態は以下の通りです。（関係者との協議

により、一部指標の公表については差し控えさせて頂きます。） 

 

 
長野県パトロール 

株式会社 

長野県交通警備 

株式会社 
株式会社レオン 

 決 算 期 平成 25 年 12 月期 平成 26 年５月期 平成 25 年９月期 

 純 資 産 1,155,884 千円 209,353 千円 △34,151 千円

 総 資 産 2,820,998 千円 336,447 千円 39,704 千円

 売 上 高 1,602,841 千円 528,290 千円 89,089 千円
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３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 長野県パトロール株式会社 

（２） 所 在 地 長野県小諸市御影新田字竹ノ花 1425 番地 1 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 竹花 長雅 

（４） 事 業 内 容 機械警備を中心とした総合警備保障業務 

（５） 資 本 金 10,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 44 年 5月 28 日 

（７） 純 資 産 1,155 百万円 

（８） 総 資 産 2,820 百万円 

（９） 大株主及び持株比率 株式会社 HOPE  100.0%  

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係
当社子会社であるエスシーエスピー株式会社と相手先

との間には、警備業務にかかる取引関係があります。
（10） 

上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません 

 

（１） 名 称 長野県交通警備株式会社 

（２） 所 在 地 長野県小諸市大字柏木 15 番地 6 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 竹花 長雅 

（４） 事 業 内 容 常駐警備を中心とした総合警備保障業務 

（５） 資 本 金 10,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 2年 4月 18 日 

（７） 純 資 産 209 百万円 

（８） 総 資 産 336 百万円 

（９） 大株主及び持株比率 株式会社 HOPE 100.0%  

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係
当社と相手先との間には、警備業務にかかる取引関係

があります。 
（10） 

上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません 

 

（１） 氏 名 竹花 長雅  

（２） 住 所 長野県佐久市 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
該当事項はありません 
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４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 0 株 

（２） 取 得 株 式 数 
11,934 株 

（議決権の数：11,934 個） 

（３） 取 得 価 額 

株式会社 HOPE の普通株式  464 百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）  40 百万円 

合計（概算額）   504 百万円 

（４） 異動後の所有株式数 

11,934 株 

（議決権の数：11,934 個） 

（議決権所有割合：51.0％） 

※ 当該株式の取得価額は、株式取得の相手先と協議し決定しております。 

HOPE 社では HOPE 子会社３社を含めた連結財務諸表を作成しておらず、また、各子会社の決算期が一律では

ないことから、子会社個別の評価結果を合算して算出しております。当該株式の評価方法は、時価純資産法

を採用し、類似会社比較法を参考指標にいたしました（類似会社比較法を参考としたのは、類似する上場会

社が多くあるとは言えないためであります。）。なお、以下に記載する評価結果は、HOPE 社の株式価値 100％

に相当するものであります。 

 時価純資産法    900 百万円 ～  910 百万円 

 （参考） 

 類似会社比較法  1,047 百万円 ～ 1,139 百万円 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 26 年９月 25 日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 26 年９月 25 日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 26 年 10 月 20 日（予定） 

 

 

６．今後の見通し 

本件株式取得により、HOPE 社は当社の連結子会社となる予定であります。 

当社の連結業績に与える影響につきましては現時点では未定です。今後開示すべき事項が生じた場合には

改めてお知らせいたします。 

 

以上 

 

（参考）当期連結業績予想（平成 26年 4 月 11 日公表分）及び前期連結実績 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

当期連結業績予想 

（平成 27年 2 月期） 
42,000 百万円 930 百万円 1,090 百万円 560 百万円

前期連結実績 

（平成 26年 2 月期） 
41,439 百万円 1,073 百万円 1,292 百万円 680 百万円

 


